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まえｶﾐき

○近年､先端科学技術分野における学術研究の急速な進展に伴い､これらの

分野に係る高度の基礎研究を推進するとともに､大学等の研究者のみなら

ず､企業等において研究開発を担う高度の研究者､技術者等の組織的な養成

及び再教育を行う大学院大学の設置が強く望まれてきた｡

○これらの状況を踏まえ､昭和62年度において､文部省に､情報科学､材

料科学及びﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽに係る先端科学技術大学院構想調査に関する調

査研究協力者会議が設置され､ ｢構想調査｣が行われた｡さらに､昭和63

年度においては､東京工業大学に､先端科学技術大学院準傭調査室及び準傭

調査委員会が設置され､石川県及び奈良県にそれぞれ設置するための｢準備

調査｣が行われた｡

○平成元年度からは､大阪大学に､このうち先端科学技術大学院(奈良)に

係る創設準備室及び創設準備委員会が設置され､ ｢創設準備｣が行われた｡

平成3年2月､同委旦会における検討結果が､ ｢奈良先端科学技術大学院大

学の構想の概要について｣としてとりまとめられた｡同年2月､奈良先端科

学技術大学院大学の創設のための関係法律案が国会に提出された｡

○平成3年4月､ ｢国立学校設置法及び学校教育法の-部を改正する法律(

平成3年法律第2 3号) ｣が公布され､奈良先端科学技術大学院大学が平成

3年1 0月1日に創設され､平成5年4月･から学生受入れが行われる運びと

なった｡

○この報告は､奈良先端科学技術大学院大学の創設の時期を迎えるに当た

り､これまでの本創設準備委旦会における検討の結果を最終的にとりまとめ

たものである｡

資料1‐1‐1



目 監扇

まえがき

1.創設の趣旨･････････････-･･･-･-･ 1

2.大学の名称等･--･-･･-･-････-･･ 5

3.教育研究組織･-･･･---･･-･･･-- 6

4.教育課程等･･････････････-･---･12

5.入学者選抜方法等･･-･--･----･･･15

6.施設･設備等･---･･･--･----16

7.管理運営-･･----･･･--･--･19

8.学生の処遇･-･---･･------20

9.その他----･･-･-----･･･20

10.資料

(1)奈良先端科学技術大学院大学の開学までの経緯- ･ - ･ - 2 1

(2)奈良先端科学技術大学院大学創設準備委貞会委貞名簿･ - ･ - ･ 24

(3)奈良先端科学技術大学院大学(仮称)創設準備委貞会委貞名簿･ - 2 7

(4)先端科学技術大学院(奈良)創設準備委員会委貞名簿- - - ･ 29

(5)先端科学技術大学院準備調査委貞会委貞名簿･ - - - - 3 1

(6)先端科学技術大学院構想調査に関する

調査研究協力者名簿- - - ･ -33

(7)創設準備委貞会･専門部会開催経過- - ･ - - ･ - ･34

資料1‐1‐1



奈良先端科学技術大学院大学の構想の概要について

(最終まとめ)

1.倉U言受の趣旨

(1)必要性

ｱ､基礎研究推進の必要性

近年､情報科学､ﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽ等の分野を中心に科学技術が極めて

急速に進展しており､これらの先端科学技術分野に係る教育研究体制の整

備が緊要の課題となっている｡

これらの先端科学技術分野は､いずれも､ (》広範な学際的広がりを持つ

こと､ ②基礎研究における全く新たな展開が見られること､しかもその展

開が極めて急速であること､ ③基礎研究における新しい知見が､極めて短

期間のうちに､それをもとにした技術開発につながっており,また技術の

進歩が､これらの基礎研究の基盤としてその進展を可能にしているなど､

いわゆる科学と技術との-体化が,他の分野以上に顕著であること､等の

共通の特色を持っている｡したがって､これらの分野においては､従釆の

学間分野の枠を越えて､それぞれの分野に焦点を当てた学際的な基礎研究

の推進が極めて重要である｡

特に､これらの分野における我が国の科学技術が国際的にも極めて高い

水準にあることから､我が国が､創造的な基礎研究を通じて､国際的に責

献していくことが期待されている｡また､産業界においても､先進国から

の技術移転やそれらを基盤とする応用開発研究に多くを依存する状態から

1

資料1‐1‐1



速やかに脱却し､独自の基礎研究の成果に基づく自主技術を確立すること

が不可欠となっている｡

ｲ､先端科学技術分野を支える人材養成の必要性

先端科学技術分野の急速な進展に伴い､これらの分野の研究開発を担う

研究者､技術者の組織的養成が,学術研究面でも産業経済面でも大きな課

題となってﾚ■＼る｡特に､これらの分野においては､科学技術の進展に柔軟

に対応し､常に新しい分野を開拓し続けることのできる高度の基礎力を持

つ多様な人材を養成することが必要である｡

また､民間企業等の技術者の能力の開発向上については､科学技術の進

展が急速であり､かつ,学際的な広がりを持つ先端科学技術分野において

は､企業内における教育訓練だけでは十分な対応が難しく,大学院ﾚﾍﾞﾙ

での再教育が極めて重要になっている｡

ｳ､独立大学院創設の必要性

前述のように､先端科学技術分野に係る学術研究は､その進展が急速で

あるとともに,多くの分野､領域にまたがり､関係分野の研究者が連携､

協力して教育研究を行うことが必要である｡

したがって､先端科学技術分野に係る基礎研究の推進と高度の研究者､

技術者の養成及び再教育という要請に的確にこたえ､これらの分野の急速

な進展に対応する柔軟な組織編制により､組織的な教育研究活動を展開し

ていくためには､先端科学技術分野に係る大学院ﾚﾍﾞﾙの教育研究体制の

整備が緊要な課題である｡

その際､ -般に大学では確立された学問体系に沿って学部を中心に教育

研究が進むことになりがちで､大学院においても､それが学部を置く大学
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の教育研究組織の-つである場合には､組織の柔軟な編制､転換等につい

ても､おのずから-定の制約があることは否めないことも考慮する必要が

ある｡

このような観点から､学部を置くことなく大学院のみを置く独立大学院

として創設することにより､従釆の組織編制と異なる特定の先端科学技術

分野に焦点を絞った柔軟な教育研究組織を体系的に整備するとともに､広

く様々な分野から多様な教貞､学生を集めて活発な教育研究が展開される

ことが期待される｡

また､独立大学院は､学部を持たないため,学部や研究所に基礎を置く

大学院に比べ､より多くの大学院学生の受入れが可能である｡先端科学技

術分野の高度の研究者､技術者等の組織的な養成及び再教育という社会的

要請にこたえるため､社会人を含めた相当数の規模の大学院学生を受け入

れ､教育することができる面でも､独立大学院の早期の創設が期待される｡

(2)目的

本大学院大学は､先端科学技術分野に係る高度の基礎研究を推進すると

ともに､大学等の研究者の養成のみならず､企業等において先端科学技術

分野の研究開発等を担う高度の研究者､技術者等の組織的な養成及び再教

育を行うことを目的とする｡

3
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(3)特色

ｱ､学部を置くことなく大学院のみを置く大学として､先端科学技術分野に

係る学術研究の進展に即応しつつ､柔軟な教育研究組織の編制と､体系的

なｶﾘｷｭﾗﾑによる教育を実施することにより､幅広い専門知識はもと

より､基礎概念をしっかりと理解し､間題発見･解決能力と関連分野の先

端的な専門知識を絶えず吸収･消化できる能力とを身につけた研究者､技

術者等の養成を図る｡

ｲ､学生は､広く国公私立大学の学部卒業者､修士課程修了者を受け入れる

とともに､更に企業等の研究者､技術者など社会人からも優秀な学生を積

極的に受け入れる｡

ｳ､教貞は､広く各界から人材を登用するとともに､他大学や民間研究所等

との有機的な連携､協力を図るため､客旦講座等を活用する｡

ｴ､近年の急速な国際化に対応して､特に先端科学技術分野に係る教育研究

においては､国際交流･協力の-層の推進が強く求められていることを踏

まえ､留学生の受入れによって､先端科学技術分野の人材養成に協力する

とともに,外国人研究者との共同研究の実施など､国際的にも積極的に責

献していく｡

ｵ､学術研究の進展に柔軟かつ適切に対応した教育研究を実施していくとと

もに､その豊富化､活発化を図るため､寄附講座の開設､民間等からの受

託研究､奨学寄附金の受入れ､後援財団の組織化等により､民間資金その

4
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他の多様な資金の導入を図る｡

また､共同研究を推進し､他大学,民間研究所等の共同研究者の参加に

より､教育研究の幅を広げていくとともに､社会の要請にも十分配慮しつ

つ､教育研究の現代化､活性化を図る｡

ｶ､本大学院大学は､広く社会に開かれた大学として､社会との連携を深め

る｡とりわけ､大学院の教育研究にふさわしい立地の確保及び良好な教育

研究環境の維持のための交通の便も含めた周辺の基盤整傭等については､

地元地方公共団体等との密接な連携､協力を確保する｡

2ｰ大学の名称等

(1)名称

奈良先端科学技術大学院大学とする｡

(2)位置

奈良県生駒市高山町(関西文化学術研究都市内)とする｡

(3)設置時期

平成3年1 0月開学(法律上設置)

平成5年4月学生受入れ

5
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3.教育研究組織

(1)基本的な考え方

ｱ､学部を置くことなく大学院のみを置く大学とする｡

ｲ,情報科学とﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽの2分野で構成し､分野ごとに研究科を編

制する｡なお､その他の先端科学技術に係る教育研究分野については､将

来の発展動向を見据えつつ検討する｡

ｳ､各研究科は､ 2大専攻で編制する｡

ｴ､大学院の課程は､前期2年(前期課程) ､後期3年(後期課程)の区分

制博士課程とする｡

ｵ､先端科学技術分野に係る教育研究を行う大学院大学としての特色を持た

せつつ､その内容の充実を図るため､ｺｱとなってｾﾝﾀ-的な機能を果

たす附属教育研究施設を複数設ける｡

ｶ､学生の入学定旦は､本大学院大学の設置の趣旨やその社会的需要をも考

慮し､研究科として適当な規模となるよう設定する｡

6
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(2)研究科･専攻･課程及び入学定員

研 究 科 専 攻

入 学 定 貞

開 設 年 度

前 期 課 程

学 生 受 入前 期 課 程 後 期 課 程

情報科学研究科

情報処理学専攻 6 0 人 1 8 人

平成 3年度 平成 5年度

情報ｼｽﾃﾑ学専攻 6 5 1 9

小 計 1 2 5 3 7

ﾊ゙ ｲ ｵ ｻ ｲ ｴ ﾝ

ｽ 研究科

細胞生物学専攻

分子生物学専攻

5 8

6 7

1 7

2 0

平成 4年度

(予 定 )

平成 6 年度

(予 定 )

小 計 1 2 5 3 7

計 2 5 0 7 4

学生総定貞

前期課程 5 0 0 人

(2 研究科､ 4 専攻) 後期課程 2 2 2 人

計 7 2 2 人

(備考)学生受入れは､前期課程から行う｡

(前期課程の学生受入れ時から2年後に後期課程の学生受入れを行う)
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(3)教員組織

ｱ､高い水準と幅の広さを確保しつつ活発な教育研究が展開できるよう､柔

軟な教育研究体制を整備する｡

ｲ､本大学院大学の教育研究の内容を考慮し､各分野について､総合的､体

系的な教育研究が組織的に行えるよう､研究科ごとに2 0講座で教貞組織

を編制する｡なお､附属教育研究施設にも所要の教貞を配置するととも

に､寄附講座も考慮する｡

ｳ､講座編制については､先端科学技術分野に係る学術研究の進展等に適切

かつ柔軟に対応しながら教育研究を展開していくにふさわしい編制となる

よう､主として基礎を担当する基幹講座と､可動的な客貞講座によって編

制し､適宜見直しつつ整備を図っていくものとする｡

ｴ､教貞の流動性と多様性を確保するため､その任用に当たっては､国公私

立大学はもとより､民間の第-線の研究者を採用するなど､広く各界から

優れた教貞を確保するものとする｡また､その際､若手研究者を積極的に

登用すること､及び-定の年限を設けて異動するなど､既設大学の教貞と

の人事交流の運用上のﾙ-ﾙを確立することにも十分配慮する｡
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(講座編制)

研 究 科 専 攻 講 座

情 報 科学

情 報処 理学

情 報 ｼｽﾃ ﾑ学

(基幹 講座 ) 情報 基礎学 ､ 情報論 理学 ､

計算 機言語学 ､ 自然 言語処 理学 ､

知識 工学 ､ 知能情報 処理学 ､

像情 報処理 学 ､ 音情 報処理 学

(客鼻 講座 ) 言 語科学 ､ 認知科学

(基幹 講 座 ) ｿ ﾌ 卜ｳ ｴ ｱ 基礎 ､ 言語設 計学 ､

ｿ ﾌ 卜ｳ ｴ ｱ 計画 構成学 ､

計 算機 ｱ - ｷ ﾃ ｸ ﾁ ﾔ ､

ﾏ ﾙ ﾁ ﾒ ﾃ゙ ｲ ｱ 統 合 _ｼ ｽ ﾃ ﾑ ､

情 報 ﾈ ﾂ ﾄ ﾜ - ｸ ､ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 基礎 ､

ｼ ｽ ﾃ ﾑ 制 御 . 管 理 ､ ﾛ ﾎ゙ ﾃ ｲ ﾂ ｸ ｽ

(客 貞講 座 ) 並 列分散 ｼ ｽ ﾃ ﾑ

ﾊ゙ ｲ ｵ ｻ

ｲ ｴ ﾝ ｽ

細 胞生 物学

分 子生 物学

(基幹 講 座 ) 細 胞構造学 ､ 細胞機 能学 ､

細 胞遺伝学 ､ 細胞 内情報学 ､

細 胞間情報 学､ 植物 代謝調 節学 ､

動 物代謝調 節学 ､ 形 質発現 植物学

(客貞 講 座 ) 応 用微生物 学

(基幹 議座 ) 原 核生物分 子遺伝学 ､

植物 分子遺 伝学 ､ 動 物分子 遺伝学 ､

植物 遺伝子機 能学 ､

動物 遺伝子機 能学 ､ 細胞増殖 学 ､

分子 発生生物 学 ､ 分化 . 形態 形成学 ､

生体高 分子構 造学

(客 鼻講 座 ) 生体高 分子設 計学 ､ 生 体有機 化学

9
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(4 )附属教育研究施設

本大学院大学の教育研究に特色を持たせつつ､その内容の充実を図るた

め､学内共同利用の附属教育研究施設として､次の施設を置く｡

･先端科学技術研究調査ｾﾝﾀ-

国内外の先端科学技術分野に係る基礎研究の動向を調査し､それを蹄

まえて将釆の本大学院大学の教育研究体制の在り方について研究すると

ともに､他大学､民間研究所等の研究者との共同研究等を実施する｡

･情報科学ｾﾝﾀ-

学内におけるｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ利用を支援するとともに､学術情報ｾﾝﾀ

-を中心とする学術情報ｼｽﾃﾑとの連携を図るため､大学全体のｺﾝ

ﾋﾟｭ-ﾀの-元的な管理運営を行う｡

･遺伝子研究ｾﾝﾀ-

学内におけるﾄﾗﾝｽｼﾞｪﾆﾂｸ動･植物を用いた生命現象の総合的

な研究を推進するとともに,ﾊﾞｲｵｻｲｴﾝえ研究の共通の基盤となる

生体情報の解析に関する研究を行う｡
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事業としては､例えば､次のようなものが考えられる｡

施 設 事 業

先端科学技術研究

1 ) 国内外の先端科学技術分野に係る基礎研究の動

向に関する調査

調査ｾ ﾝ 夕- 2 ) 先端科学技術分野に係る将来の教育研究体制の

荏り方に関する研究

3 ) 民間等との共同研究等の実施など

■

情報科学ｾ ﾝ 夕-

1 ) 大規模科学技術計算､ 大量ﾃ゙ - 夕処理

2 ) 学内及び大学間におけるﾃ゙ - 夕ﾍ゙ - ｽ 検索等情

報ｻ - ﾋ゙ ｽ の提供

3 ) 学生に対する情報処理教育の実施など

遺 伝 子 研 究

1 ) 卜ﾗ ﾝ ｽ ｼ゙ ｴ ﾆ ﾂ ｸ 動 .植物による遺伝子機能

に関する研究

ｾ ﾝ 夕- 2 ) 遭伝子 .蛋白質の構造及び情報の解析

3 ) 生体僧報の解析に関する研究

4 ) 組換えD N A 実験の実施及び学生に対する教育

など
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4.教育課程等

(1)基本的な考え方

ｱ､体系的なｶﾘｷｭﾗﾑ編成を行う｡

課程制大学院の趣旨を踏まえ､各分野の特性を生かしつつ､研究科とし

て及び専攻としての共通的な基盤を培うことに十分配慮した体系的なｶﾘ

ｷｭﾗﾑの編成を行う｡

ｲ､学生の研究課題として主ﾃ-ﾏ｡副ﾃ-ﾏ制を､また､研究指導には複

数教貞指導制を採る｡

学生には､専攻分野に関する研究課題(主ﾃ-ﾏ)のほかに､隣接又は

関連分野の基礎的な概念､知識,能力等も身につけさせる観点から､第二

の研究課題(副ﾃ-ﾏ)を課すなどの措置を採る｡

また､研究指導に当たっては､各学生が幅広い視野も持てるよう､原則

として複数の教員が担当する｡

ｳ､単位互換､研究指導委託を活用する｡

他大学等との密接な連携による貴任ある指導体制のもとに､教育上有益

と認めるときは､単位互換や研究指導委託を活用する｡また､民間の研究

所等での実習を積極的に行うものとし､これを修了に要する単位に含める

ことを考慮する｡

ｴ､履修方法等の弾力化を図る｡

教育効果を高める観点から､学期ごとに完結する授業科目の開設や既修
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得単位の認定など､履修方法等について可能な限り弾力的な運用を図るも

のとする｡

( 2 )教育研究指導分野の例

研 究 科 専 攻 教 育 研 究 指 導 分 野 の 例

情 報 科 学 情 報 処 理 学 情 報基礎理 論 ､ 論 理学 ､ 形式言語 学 ､

自然言語処 理 ､ 知 識 ﾍ゙ - ｽ ､ 推論 機構 ､

画 像認識 ､ 音声認 識 ､ 自然言語基 礎論 ､

認 知 . 学 習機構 ､ 機能素子 応用 回路 ､

光 計算機

情報 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 学 ﾌ゚ ﾛ ｸ゙ ﾗ ﾑ 理論 ､

ﾌ゚ ﾛ ｸ゙ ﾗ ﾐ ﾝ ｸ゙ 言語 処理 ｼ ｽ ﾃ ﾑ ､

ｿ ﾌ 卜ｳ ｴ ｱ 構成法 ｰ

計算 機 ｱ - ｷ ﾃ ｸ ﾁ ﾔ ､

ｲ ﾝ ﾃ ﾘ ｼ゙ ｴ ﾝ ﾄ . ｲ ﾝ 夕 ﾌ ｴ .- ｽ ､

ﾈ ﾂ ﾄ ﾜ - ｸ ｱ - ｷ ﾃ ｸ ﾁ ﾔ ,

ｼ ｽ ﾃ ﾑ 基礎 理論 ､ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 制御理論 ､

ﾛ ﾎ゙ ﾂ 卜工学 ､ 協調分 敬処理 ､

ｿ ﾌ 卜ｳ 主ｱ 生産工学 ､ 計算機 援用工 学 ､

ﾋ゙ ｼ゙ ﾈ ｽ ｵ - 卜ﾒ - ｼ ﾖ ﾝ

ﾊ゙ ｲ ｵ ｻ 細 胞 生 物 学 動物細 胞構造 ､ 植物紬胞 機能 ､

ｲ ｴ ﾝ ｽ 微生物細 胞機能 ､ 紬胞 内情報 ､

細胞 間情報 ､ 植 物代謝調 節 ､

動物代 謝調節 ､ 植物形質 発現 ､

応用微生 物学 ､ 細胞応答 ､

高 次脳神 経機能 ､ 動物形 質転換

分 子 生 物 学 原 核生物 ｹ゙ ﾉ ﾑ ､ 植物 ｹ゙ ﾉ ﾑ ､

動物 ｹ゙ ﾉ ﾑ ､ 植物 遺伝子 ､ 動物遣 伝子 ､

細胞増 殖 ､ 分子発生 生物学 ､ 形態 形成 ､

生体高 分子構 造 ､ 生 体高分 子設計 ､

生体有 機化学 ､ 神経 情報物質 ､ 分子 病理
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(3)修了要件

ｱ､前期課程

本大学院の課程に2年以上在学し､所定の単位を修得し､必要な研究指

導を受けた上､修士諭文の審査及び試験に合格することとする｡

ただし､適当と認められるときには､必ずしも論文の形によることなく､

特定の課題についての研究成果の審査をもって､修士論文の審査に代える

ことができることとする｡

また､在学期間に関しては､優れた研究業績を上げた者の短期修了につ

いて､積極的に認めていくこととする｡

ｲ､後期課程

本大学院の課程に3年以上在学し､所定の単位を修得し､必要な研究指

導を受けた上､博士論文の審査及び試験に合格することとする｡

ただし､在学期間に関しては､優れた研究業績を上げた者については､

前期課程を含めて最短3年でも足りるとする短期修了について､積極的に

認めていくこととする｡

(4)学位

ｱ､学位の種類

前期課程修了者には修士の学位を､後期課程修了者には博士の学位を授

与する｡学位を授与する際に表記する専攻分野については､広範な学際的

広がりを持つ先端科学技術分野に係る教育研究を行うことを考慮しつつ､

更に検討する｡
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ｲ､学位の審査

学位論文の審査に当たっては､必要に応じ他大学院等の教鼻等の協力を

積極的に待るものとする｡

論文博士の取扱いについては､本大学院大学が再教育機能をも重視して

いることを考慮して､更に検討することとする｡

5.入学者遥抜方法等

( 1 )入学者遥抜方法

ｱ､専攻分野にとらわれることなく､広く国公私立大学の新規学部卒業者､

修士課程修了者とともに､企業等の研究者,技術者などの社会人も対象と

する｡

ｲ､公平性､妥当性に配慮しつつ､面接や調査書等を中心に､原則として筆

記試験は課さない方法をとるものとし､具体的には更に検討する｡また､

推薦制の導入についても検討する｡

ｳ､外国人留学生や社会人の受入れを考慮し､学期の区分に応じて､入学者

選抜の時期を弾力的に設定することについても検討する｡
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(2)人学資格

入学資格については､研究者として優れた資質を有する者に早期から大

学院教育を実施する途を開くとともに､社会人の再教育を積極的に推進す

る観点から､弾力的な運用を図る｡

ｱ､前期課程

学部を卒業していない者であっても､大学に3年以上在学し､所定の

単位を､優れた成績をもって修得したものと本大学院において認めた者

については､入学資格を認めることとする｡

ｲ､後期課程

修士の学位を有していない者であっても､学部卒業後大学､研究所等

において, 2年以上の研究歴があれば､その研究業績を実証し得る原著

論文､報告書の提出等により､修士の学位を有する者と同等以上の学力

があると本大学院において認めた者については､入学資格を認めること

とする｡

6.施設･設傭等

(1)基本的な考え方

ｷｬﾝﾊﾟｽ及び校舎等の施設･設備の整備に当たっては､その基本理念

を｢SENTAN計画｣と称し､本大学院大学の目的･使命が十分連成さ

れるよう､また､学術研究の進展と社会の要請等の変化に柔軟に対応でき
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るよう､次のような基本的事項について十分配慮する｡

S ophisticated and lntelligent

先端技術を駆便して精巧で(sophisticated)ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ化

された(intelligent)施設

Essential and Flexible

先端科学の教育研究に必須で(essential)かつ急速な進歩に対応

できる柔軟性(flexible)をもった施設

National and lnternational

E]本(national)を代表し､国際的(international)ﾚﾍﾞﾙの施

設､設備

Traditional and Modern

古都奈良の伝統的な(traditional)環境にとけ込む最も現代的な

(modern)施設

Academic and Social

学界(academic)と社会(social)の活動の協調を図る開かれた

施設

Natural and Human

地域の自然な(natural)環境と人間的な(human)見地を生かした

豊かな環境の創成

(2)施設

先端科学技術分野に係る教育研究を実施するためには､研究室､実験実

習室等のほか､先端科学技術研究調査ｾﾝﾀ-､情報科学ｾﾝﾀ-等の附

属教育研究施設､福利厚生施設､事務･管理施設,宿泊施設､`会議用ﾎ-
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ﾙ等の施設及び工場等の支援ｼｽﾃﾑの確立が必要である｡これらの諸施

設が本大学院大学としてふさわしい特色を持ちつつ､相互に有機的に関連

しあって､各種機能が十分発揮できるよう整備するものとする｡

①教育研究施設

･研究室､実験実習室等は､先端科学技術分野に係る教育研究の流動性

に対応できるよう配慮する｡また､客貞教官､共同研究鼻等の研究ｽ

ﾍﾟ-ｽにも配慮した施設とする｡

･共同利用の施設設備は､集約的に配置するとともに､研究科あるいは､

数講座ごとに共有して使用できるｺﾓﾝｽﾍﾟ-ｽの確保に配慮する｡

･図書館は､多様なﾒﾃﾞｨｱが活用できる施設とする｡

･附属教育研究施設は､その機能を十分発揮するにふさわしい施設とす

る｡

･ｷｬﾝﾊﾟｽのｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ化に配慮した施設とする｡

②福利厚生施設

快適な学園生活を維持するための環境を確保する｡

③事務･管理施設

教育研究を適切に支援し､かつ効率的な管理運営を行うことのできる

施設とする｡

④寄宿舎､宿泊施設等

学生､教職貞等の快適な住環境を確保する｡

(3)設備

先端科学技術分野に係る高度の教育研究を実施し得るよう､所要の基盤
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的な設備を整備するとともに､各分野に係る学術研究の進展に伴う最先端

の教育研究設備の整備に特に配慮するものとする｡

7.管理運営

基本的な考え方

ｱ､本大学院大学の教育研究組織の特徴を生かしつつ､適切な管理運営を確

保するため､学長を補佐する副学長1人､研究科長2人を置く｡

ｲ､研究科に研究科教授会を置き､研究科を担当する教貞で構成し､研究科

に係る重要事項について審議する｡

ｳ､全学的な重要事項について､学長の諮問に応じて審議するため評議会を

置く｡

ｴ､本大学院大学の運営に関し,学外の有識者の意見を求めるため､参与若

干人を置く｡

ｵ､事務組織は､事務の効率化や-体的な教育研究の支援体制を確保し得る

よう事務局に-元化し､所要の整備を図るものとする｡

なお､技術系職貞についても所要の整傭を図り､特に教育研究の効率的

な支援体制の確保のため､その在り方について検討する｡
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8ｰ学生の処遇

大学院学生は､学生としての側面とともに､若手研究者としての側面を

持ち､大学院における研究の担い手としての役割も有している｡大学院学

生のこのような諸側面に留意しつつ､その適切な処遇を図ることとする｡

9.その他

本大学院大学が､その本釆の機能を十分に発揮するため､大学の周辺整

備については,地方公共団体等において､本大学院大学にふさわしいもの

となるよう十分配慮した整備が行われる必要がある｡
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